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令和３年度 年間監査計画 

 

令和３年４月７日 

五島市監査委員決定 

 

１ 趣 旨 

  五島市監査基準（令和２年五島市監査委員告示第１号。以下「監査基準」という。）及

び五島市監査等の実施方針（令和２年３月３１日五島市監査委員決定）に基づき、監査、

検査及び審査（以下「監査等」という。）を効率的に実施するため、年間監査計画を策定

する。 

２ 実施する監査等の種類及び対象等 

(1) 財務監査（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第４項） 

財務監査は、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、

正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努

めているかについて定期監査として実施する。 

  ア 定期財務監査 

監査を効果的に実施するため、重点項目を踏まえ、その監査対象はこれまでに実

施した財務監査の項目を基本としながら、過去の指摘事項等によりリスク分析を行

い決定する。 

令和３年度は、全ての部局を対象とし、年１回実施する。 

  イ 例月財務監査について 

  例月出納検査に併せて毎月財務監査を実施し、会計伝票の審査において支出や収

入の手続上の是非等について確認する。監査結果については、原則として会計伝票

を受領した日の翌々月末日までに報告する（例えば、４月分の伝票を５月２０日に

受領したときは、７月３１日までに監査結果を報告する。）。 

ウ 工事監査について 

公共工事の適正な施工を図るため、施工中の工事から監査対象とする工事を抽出

し、外部の専門家である技術士団体に調査を委託する。受託団体は技術士を派遣し、

書類及び現場を調査して監査委員に報告し、その報告を参考に監査委員が監査を実

施する。 

令和３年度は、最低１工事を選定し実施する。 

(2) 行政監査（地方自治法第１９９条第２項及び第４項） 

行政監査は、事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げ

るようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかを主眼として実施する。 

令和３年度は、定期財務監査に併せて実施する。 
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(3) 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

市が補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団体、

借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、信託の受託者及び公の施設の管理

を行わせている団体（以下「財政援助団体等」という。）に対して、必要があると認め

るとき又は市長の要求があるときに、当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執

行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているかについて監査を実施する。 

令和３年度は、外部の専門家である公認会計士に調査を委託し、その報告を参考に

監査委員が監査を実施する。令和３年度は、最低１団体を実施する。 

なお、監査の対象団体については、財政援助団体等の調査を行い、選定基準に基づ

き決定する。 

(4) 例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

会計管理者及び水道事業企業出納員の現金（歳計現金、歳入歳出外現金、一時借入

金、基金に属する現金預金等を含む。以下同じ。）の出納事務が正確に行われているか

について検査を実施する。 

原則として毎月２０日に前月末日の現金残高及び出納関係諸表等の検査を行い、速

やかに議会及び市長に例月出納検査結果報告を提出する。 

令和３年度からは、会計年度任用職員を任用し、その職員が例月出納検査に従事す

る。 

(5) 決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３０条第２項） 

市長から審査に付された決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であるかに

ついて審査を実施する。令和３年度は、中央町公設小売市場が令和３年９月３０日を

もって廃止されることに伴い、公設小売市場事業特別会計の打ち切り決算に留意する

必要がある（地方自治法第２３５条の５の出納閉鎖に関する規定が適用されないため、

同法第２３３条第１項の規定により、会計管理者は９月３０日から３か月以内に決算

を調製し、市長に提出しなければならない。）。また、水道事業会計決算審査において

は、外部の専門家である公認会計士に調査を委託し、その報告を参考に監査委員が監

査を実施する。 

(6) 基金の運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項） 

市長から審査に付された基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であり、基金の

運用が確実かつ効率的に行われているかについて審査を実施する。 

(7) 健全化判断比率審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律

第９４号。以下「健全化法」という。）第３条第１項） 

市長から審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類が法令に適合し、かつ正確であるかについて審査を実施する。 
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(8) 資金不足比率審査（健全化法第２２条第１項） 

市長から審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が法令に適合し、かつ正確であるかについて審査を実施する。 

３ 監査等の日程等 

別表「令和３年度監査等実施計画表」により実施する。 

４ 監査等の実施方法 

実施計画（概ね１か月前に作成）に基づき実施する。 

５ 報告及び公表 

(1) 財務監査等については、監査を終了したときは、その結果を決定し、これを議会、

市長及び関係機関等に報告する。併せて五島市監査委員条例（平成１６年五島市条例

第９号）第５条の規定により、掲示場に掲示して公表するとともに、五島市情報提供

等の推進に関する規則（平成１６年五島市規則第１８号）第３条第２項、第３項及び

第５項の規定により市の窓口において閲覧に供し、及び市のホームページに掲載する。 

(2) 決算審査及び基金運用状況審査意見書については、８月下旬までに市長に提出す

る。 

(3) 健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書については、８月下旬までに市長に

提出する。 

６ その他 

この年間監査計画に定めがない監査等を実施する必要が生じた場合は、その都度別途

定めて実施する。 
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区分

　

◇ ◇

◇

◇

注１　例月財務監査は、４月初旬に実施計画を策定する。また、例月出納検査に併せて毎月監査を
　　 実施し、原則として会計伝票を受領した日の翌々月末日までに監査結果を報告する。
　 ２　例月出納検査は、原則として毎月２０日に前月末日分の検査を行い、速やかに検査結果を報告
　  する。
　 ３　★印は、監査委員会議の開催を予定しているものである。
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（別表） 

令和３年度監査等実施計画表 


